2006年人事院勧告に対する声明
2006年8月22日

長野県高等学校教職員組合執行委員会

人事院は8月8日、私たちの強い反対にもかかわらず、官民の比較企業規模を「100人以上」から「50人以上」に引き下げて、一般職国家公務員の給与等の勧告と報告を行いました。

官民較差は「極めて少ない(18円)」として月例給は据え置き、扶養手当の若干の改善(3子目以降1,000円引き上げ)を行いました。一時金についても「おおむね均衡」しているとして改定を見送りました。また、「給与構造の改革」の具体化として、地域手当の2年次目の暫定支給割合引き上げ、広域異動手当の新設などを盛り込みました。さらに、査定昇給制度及び勤勉手当制度(成績率)における勤務成績の反映について「来年度からの一般職への拡大に向けて準備を進める」ことを明言しており、看過できない状況です。

今次の人事院勧告に向けて、最大の焦点になったのは「官民比較規模の見直し」でした。この「見直し」は、「行革推進法」や「骨太の方針2006」の中に書き込まれ、小泉内閣は人事院に対し政治的圧力をかけました。

私たちは公務労組連絡会に結集し、公務員賃金の改善と最低賃金の引き上げを一体のものとして夏季闘争をたたかいました。教育基本法改悪反対のとりくみと重なる中で、「官民比較方法の見直しに反対する署名」54,341筆を集約し、中央行動などにも積極的に参加し奮闘しました。

06春闘では、景気回復の中で民間大手を中心にしてベア・一時金ともに引き上げられており、最低賃金の目安額も2～4円(長野県は5円)引き上げられています。人事院は、従来の比較方法であれば、官民較差はプラス1.12％(4,252円)であり、一時金も0.05月増であったことを明らかにしました。今回の比較規模の見直しがなければ、公務員賃金も改善されていたはずであり、「ベアゼロ勧告」は作為的に作り出されたものであることは否定できません。これは、「構造改革」による公務員総人件費削減路線に、第三者機関である人事院が屈服したものと言わざるをえません。人事院勧告制度は労働基本権制約の代償措置であり、労働基本権の回復を棚にあげたまま、職員団体の納得と合意を無視した比較方法の変更は断じて認められません。

私たちは使用者である政府に対し、従来の比較方法に基づく賃金改善を行うことを強く要求するものです。

地方公務員給与について、「行革推進法」は、国家公務員に準じた措置とともに、人事委員会機能の強化によって地域の「民間給与の水準を的確に反映」することを求めています。総務省の「地方公務員の給与のあり方に関する研究会」の報告は、「国公準拠の刷新」として、「給与制度」は国の制度を適用するが、「給与水準」は「地域の民間水準」に合わせることが妥当であるとの見解を公表しています。「比較企業規模50人以上」への見直しにより、小規模企業の割合の多い地方で抑制作用が大きく働くことが危惧されます。

「少子化」が社会問題となっており、次世代育成対策として、「育児のための短時間勤務制度」を提示しました。常勤職員のまま職務を部分的に離れて子育てを行うことができる仕組み(育児のための短時間勤務制)を導入することにより、職員の職業生活と家庭生活の両立を支援するとともに、その後補充を行うための短時間勤務職員を任期を定めて採用する仕組み(任期付短時間勤務制)を導入するとしています。また、育児休業者の給与に関する復職時調整を2分の1から10割復元が行える法改正の方向を明らかにしました。これまで「延伸は不合理である」として、粘り強い運動を続けてきた女性部を中心とするとりくみの貴重な成果です。

教員給与に関して、「行革推進法」の中で、「人材確保法の廃止を含めた見直しその他公立学校の教職員の給与の在り方に関する検討を行い、06年度中に結論を得て、08年4月を目途に必要な措置を講ずる」ことが規定され、「歳出・歳入一体改革」の中に、義務教育費国庫負担金における教員給与月額2.76％の削減が盛り込まれました。教員給与の国準拠制が廃止されたため、義務教育費国庫負担金を減額し、都道府県を「兵糧攻め」にして、教職員賃金を引き下げることが目論まれています。

秋の臨時国会では、継続扱いとなっている教育基本法改悪法案や憲法改悪のための国民投票法案が審議されることになっています。また、貧困と格差の広がりの中で、国民犠牲の「構造改革」路線とのたたかいも重要です。私たちは、憲法・教育基本法改悪反対をはじめとする秋のたたかいと結合し、教職員賃金水準の確保と均等待遇の実現、地域格差拡大反対、教職員諸手当の見直し改悪と差別賃金制度の導入阻止のため、全力でたたかう決意を確認します。

今後出される県人事委員会勧告に向け、「比較企業規模」を変更させない要求を最重要課題とし、「短時間勤務制度」・「自己啓発等休業制度(3年を期限とする無給研修)」の確立と「所定労働時間問題(民間は週40時間未満の実態)」・「超勤縮減問題」への対処を、地公労・県公務労組連絡会に結集し運動を展開していきます。
